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（下線部が改正箇所）

改正案 現行

４．公表レート等の修正に係る取扱い

（１）原則的な取扱い

① 公表レートの取扱い

   運営機関は、公表後の公表レートは修正しないものとする。

② 呈示レートの取扱い

   運営機関は、公表レートの公表後に呈示レートは修正しないものとする。

（２）例外的な取扱い

   前項に関わらず、運営機関は、当日午後１時 30分までに判明した誤算出の結果、公表レートの水準に著

しい影響が生じる場合（３bp（0.03％）を目途とする。なお、本水準については、必要に応じて見直しを

行い、変更する場合には事前に周知期間を設けるものとする。）には、全銀協 TIBOR運営委員会において公

表レート等の修正について検討のうえ、理事会の決定により公表レート等を修正することができる。

   運営機関は、公表レート等を修正した場合には、当日午後２時までに運営機関ウェブサイトにその旨を

公表するとともに、情報提供会社に修正後のレートを配信し公表するものとする。なお、この場合の公表レ

ート等は、当日の午前 11時時点の公表レート等を修正したものとする。

４．公表レート等の修正に係る取扱い

（１）原則的な取扱い

① 公表レートの取扱い

   運営機関は、公表後の公表レートは修正しないものとする。

② 呈示レートの取扱い

   運営機関は、公表レートの公表後に呈示レートは修正しないものとする。

（２）例外的な取扱い

   前項に関わらず、運営機関は、当日 13 時 30 分までに判明した誤算出の結果、公表レートの水準に著し

い影響が生じる場合（３bp（0.03％）を目途とする。なお、本水準については、必要に応じて見直しを行

い、変更する場合には事前に周知期間を設けるものとする。）には、全銀協 TIBOR運営委員会において公表

レート等の修正について検討のうえ、理事会の決定により公表レート等を修正することができる。

   運営機関は、公表レート等を修正した場合には、当日 14時までに運営機関ウェブサイトにその旨を公表

するとともに、事務代行会社を通じて、情報提供会社に修正後のレートを配信し公表するものとする。なお、

この場合の公表レート等は、当日の午前 11時時点の公表レート等を修正したものとする。

（附則）

１．実施日

  本方針は、平成 29年７月 24日から実施する。

２．改正・施行日

  2026年３月 23日付の改正は、2026年３月 23日から施行する（運営機関と事務代行会社との役割分担見直

しに伴う改正）。

（附則）

１．実施日

  本方針は、平成 29年７月 24日から実施する。

以  上


